





















飯 島 寛 之
１) ページ数が確定していないため, 同書からの引用等については章番号とタイトルのみ参考として記







｢当時の院生は猛者揃いだったけど, 唯一, 小西君だけにはかなわないと思った｣ ｢最初の
論文をみたときは驚いたよ｣ 小西先生も尊敬されている三宅ゼミの大先輩がある時, 私に
こう語られたように, 大学院生時代から小西先生の能力は先輩からも高く評価されていたよう
である｡ この ｢最初の論文｣ とは, ｢旧   の国際通貨制度の構造と金・ドル交換の意義
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２) ｢研究者を志したころ｣ 『立教経済学論叢』 第  号,     年,   ページ｡















意義を, 公的決済ルールの下に ｢ドルが   加盟国通貨の相場安定の基準となる 『基準通貨』









とするからである｡ 先生は, このように問題を整理することによって金ドル交換停止後も ｢ド
ルは依然として準備・介入通貨, すなわち国際通貨｣ であることは当然のことと結論された｡
したがって先生は, 金ドル交換停止後に ｢問題にされるべき｣ 課題であったのは ｢不換ドル
が依然として国際通貨として機能し続けていることそれ自体ではなく｣, 金ドル交換停止によ






４) こうした課題解明のひとつとして先生は, ｢過剰ドルと今日のドル体制 金・ドル交換停止後の






























・小西一雄 『金融論』 青木書店,     年) がある｡ またそのなかでも特に    年代前半のアメリカを
めぐる金融活況を国家債務の累増に主導された ｢金融の空洞化｣ 現象と特徴づけられた ｢金融 『革新』
と国際的資金循環｣ (久留間健・山口義行・小西一雄編 『現代経済と金融の空洞化』 有斐閣,     年),
その後半の日本の金融大国化がドル依存・ドル体制下でのそれに過ぎなかったことを明らかにされた















は ｢アメリカの経常収支赤字と対外投資｣ であることからして, ｢アメリカへの資本流入 (＝
対米投資) の規模は, 基本的に, アメリカ自身の経常収支赤字の規模と対外投資の規模とによ
って規定される｣ との見解を打ちだされた｡
また, 上記のようにアメリカから世界中に供給されるドル資産は, ドル建て短期資産として
















６) 以下, 『資本主義の成熟と転換』 第５章 ｢ドル体制の変容とアメリカ経済の転換 『カジノ資本
主義』 の形成・破綻・『復活』｣｡








しかし,     年代以降, 民間レベルでの対米証券投資が活発化し, ドル残高の形成がドル安
にも結び付かず黒字国中央銀行の信用に頼ることもなく処理されるようになると, インフレの








て, ご自身が ｢ドル特権依存型の特異な成長｣ と形容されたアメリカ経済の成長構造を詳らか
にするとともに, この ｢ドル特権依存型成長｣ 下での対外債務累積の限界を次のように示され
ている｡ ①巨額な経常収支赤字を抱えた経済成長が持続可能であるためには, 巨額な対外赤字
を吸収するに足る内需が必要であり, 内需の大きさは, 結局は実体経済, 現実資本のあり方が
規定する｡ 資本主義経済である限り産業循環は免れないから, それに見合って内需拡大は停止
せざるを得ない｡ ②金融収益についても, それは所得の移転であって, その基礎は究極のとこ
ろ実体経済が生み出す利潤や所得にある７)｡ したがって, 金融収益もまた実体経済の限界を突
破することはできない｡ つまり, ｢アメリカの経常収支赤字拡大・対外債務累積のより根本的
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７) 『資本主義の成熟と転換』 第４章 ｢現代の金融取引・収益の特徴と本質 貨幣資本の蓄積と現実
資本の蓄積｣ で先生は主としていわゆる証券化商品に対する過大な評価に対する批判として貨幣資本
の蓄積, 現代的に言えば金融資産の膨張の大部分は ｢貨幣請求権の堆積｣ であり, ｢架空｣ なもので
あるが, 金融収益は実体的富＝価値物の再配分であること, しかしそれはどこまでいっても再分配で
あって金融収益が膨張してもその分だけ実体的富が増大するわけではないことを強調されている｡ 証
券化商品の価格上昇はその ｢高度さ｣ あるいはリスクを消し去る ｢新しさ｣ に根拠があるのではなく,
貨幣資本が不断の流入によって実現可能であるが, 同時にそれはインカムゲインに対する貨幣請求権
を基礎にしていること, すなわち貨幣資本の蓄積は, 結局は, 現実資本蓄積の限界を乗り越えること
ができないことを端的に示すものといえよう｡ 貨幣資本蓄積と現実資本蓄積との関連を踏まえた先生














の基礎にあるのはマルクスの貨幣・信用論である｡ ただ, 金ドル交換停止以降, この貨幣・信






なぜマルクス経済学者のなかにあってさえ, 金廃貨論が広がるのか｡ それは, 価値尺度機能
を ｢諸商品の価値を測る物差しのようなもの｣ と勘違いしていることに由来していると考えら





８) ｢アメリカの対外債務累積と 『カジノ資本主義』 の新段階 その構造・意味・限界｣ 経済理論学
会編 『季刊 経済理論』 第  巻第２号,     年,   ‒  ページ｡




いう平明な事実を指摘する｡ すなわち, ｢兌換制下にあっても, 貨幣名があり, 『度量比率の固
定性』 が維持され, 各商品の価格が 『いろいろな金量の相互関係』 として表示される限りでは,
重量単位は商品流通の日常の表象のなかには登場しなくても何ら差支えなかった｣ という事実
を指摘された｡ このような関係を理解するなら, 貨幣名の金量と重量単位の確定的関係が崩壊
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第一は ｢紙幣減価｣, すなわちインフレーションとして, 第二は中央銀行の資産の健全性維






信用とは債権債務関係であり, 債権とは貨幣請求権したがって ｢価値｣ 請求権であり, 債務
とは貨幣支払約束したがって ｢価値｣ 支払約束である｡ 債務者からみれば信用は将来の貨幣
(価値) の先取りであるから, 将来の貨幣の先取りではないような信用膨張はその強力的な収





















マルクスの貨幣・信用論と現代｣ (『経済理論学会年報』 第  集, 青木書店,     年) を参照されたい｡
どのように問題を立てていたかがきわめて読み取りにくい部分である｡ しかし,     年以降,













『預金創造』 によって貸出を行うのであり, 貨幣を造る機関である｣ という預金創造を重視す
る考え方 (以下, 信用創造論) は広く受け入れられているものではない｡ しかしこのような考
え方はマルクス経済学の系譜に立つ研究者の一部によって継承され (貸出先行説), 銀行機能
についての通俗的な理解に対する批判の重要な武器になってきた｡ 先生はこうした信用創造論
の意義を認めつつも, しかしその論者が ｢まず貸出ありき, まず預金設定ありき｣ といった純
化された形で問題を設定するのをみたとき, そこに預金通貨の創造と預金それ自体の形成との








｢それは言葉の濫用である｣ という｡ なぜなら, ｢相殺とは無から有を生むものではなく, 債務
を債権で相殺する, つまり資産を利用してはじめて可能｣ なのであるから, 預金設定は ｢他行
宛債権や現金準備などの銀行の資産を使うことを前提として初めて可能｣ である｡ したがって,
相殺できるからといって, 銀行は自己の資産と無関係に貸出ができるわけではなく, ｢銀行は
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あわせてこの主張を引き出すに至った先生の ｢草稿｣, 『資本論』 理解をみておこう｡ マルク
スが信用資本の調達というとき, それは銀行券での貸出 その一大部分は常に流通の内部に
とどまるか, その一部が還流してくるのであって, それが兌換請求にさらされない限り印刷費
以外いかなる銀行資本も要しない のように ｢現金準備だけでなく, より広く銀行の資産を
使用することなく｣ という意味であると先生は理解される｡ その一方, マルクスは預金設定に
よる貸出を ｢『自分の銀行業資本の一部の前貸』 『自分自身の債権の一部の前貸し』｣ つまり,
金, 中央銀行券, 有価証券などの銀行業資本 (銀行業者の立場から見ての資本) を使うことと





このことが理解されるのであれば, ｢預金設定を創造と呼ぶことが言葉の濫用｣ であり, ｢相
殺できることをもって信用創造と呼ぶことによって, 預金設定と発券による文字通りの信用創
造との区別が見失われる｣ とされた先生の主張が看取されよう｡ かくして ｢銀行は自身の資産
を利用することなしには勝手に預金設定はできないこと, したがって銀行は本質的には集めた





繰り返しになるが, 信用創造論を重視する論者は, まず与信活動があって, 受信活動は事後
的に形成される関係とみる｡ しかし, たとえば手形割引 (銀行が既存の ‒ ・ ‒ の を
前貸しする) の場合, 銀行が貸出をして設定した預金は, 一方では販売代金 (将来の貨幣＝価
値) の先取りであり, その預金が振り出されて入金されることで形成された預金の源泉は販売
代金である｡ つまり, 預金設定による貸出が可能であったのは, この販売代金の入金を前提と
していたからにほかならない｡ また設備投資などへの貸付 (銀行が新たな ‒ ‒ ′ の を前


















見地を紹介した｡ しかし, より広い視点からみれば, 旧来の信用論にかかわる 『資本論』 の読
み方に対し, 先生は ｢草稿｣ 研究を通じてマルクス信用論の中心部分はエンゲルス版 『資本論』
第  章 ｢流通手段と資本｣ と第  章 ｢銀行資本の諸成分｣, そして第  章から第  章の ｢貨幣




























なって公表されるようになったのは, 久留間鮫造 『マルクス経済学 レキシコン』, そして    
年に刊行された ｢草稿｣ (    Ⅱ  ) を頼りに第３部第３篇を再検討されるという理論研













  ) たとえば ｢『金融バブル』 の形成と崩壊：現代の国際通貨関係と産業循環｣ (富塚良三・吉原泰助編
『資本論体系 ( ‒ )』 有斐閣,     年) など｡  ) たとえば, 前掲 ｢金融ビッグバンと現代の金融危機｣ および ｢ビッグバンと金融業務の変質｣ (大
橋英五他編 『日本のビッグ・インダストリー⑥ 金融』 大月書店,     年) などを参照されたい｡  ) 前掲, ｢研究者を志したころ｣   ページ｡  ) 以下, 『資本主義の成熟と転換』 序章｡
の弱気をもたらす直前になぜ追加投資が利潤を生まず, かつ利潤率が急落する局面がくるのか,
それを解く理論装置をもっていない｡ これに対して, ｢好況と不況を分かつのは投資, とくに
設備投資の動向であり, 投資動向を左右するのは利潤の動向であること, 利潤の分析を中心に
据えることで不況への突入の直前には追加投資が利潤を生まず利潤率が急落する局面が突然に
やってくること, さらに, こうした局面は資本蓄積の過程で周期的に生じること, こうしたメ
カニズムを明らかにしたのはマルクスであった｣｡
また, 好況がどのようにしてやってくるのかという問題についても, 低い不変資本価格, 低
い賃金, そして低い利子率によって投資の一定が回復したあと, そこから前の生産力水準を超
える新たな生産の拡大, 繁栄期への移行には新しい条件・要因 ｢最初の衝撃｣ が必要
であることを論じたのもマルクスであった｡ 現代風にいえば, 新使用価値, 技術革新, 新市場
の必要性を説いたのである｡ この点についても, 過剰生産や過剰資本が整理されると自律的に
好況が訪れるという主流派の見解とはまったく違ったものである｡ 理論と現実と往復する作業
のなかで, 先生はこうした ｢マルクス経済学の卓越したアドバンテージ｣ を実感され, 産業循
環と恐慌理論を武器とする日本経済分析へと歩みを進められたのであった｡
そしてこの分析に際して ｢『資本論』 の有効性を示すもっとも重要な概念｣ として先生が重















同時に進む ｢二重法則｣ である) こと, ただ資本はこの時点で立ち止まることなく利潤率の低
下という制限を突破して蓄積を進める競争戦が信用を利用しながら展開すること, そしてこの
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諸契機をなす相対立する諸要因の運動を ｢活き活きとした矛盾｣ (久留間鮫造先生の言) とし
て位置づけ分析することが, 活況が不可避的に景気の過熱, 過剰生産期に突き進まざるをえな
















｢生産性の停滞の最大の要因は……設備投資が停滞したこと｣, つまり蓄積の停滞  ) にあり, そ
の停滞の原因は売上高の長期停滞を反映した ｢投資意欲が出ないほど予想利潤率が低い｣ こと
にあると整理・説明された｡ すなわち, ｢売上高が伸びずに停滞し利潤額が伸びない｣ という
事態を利潤率の低落と利潤量の減少という ｢歴史的に稀な局面｣ の主軸に据えることで, バブ
ル崩壊を境に日本経済の何が変わり, 何が変わらないのかを一貫して把握されたのである｡ そ
の際, 先生が注目されたのは, ｢社会的使用価値の限度の問題｣ 個々の家計の偶然的な事
情ではなく, 時々の社会的条件が規定する使用価値としての商品に対する社会的必要の限度の
ことであり, 資本主義的分配関係によって規定される消費需要, つまり労働者の消費需要, 資
本家の消費需要, 資本蓄積のための生産的需要という消費の限度とは別に存在している限度
であった｡
前掲 『ポスト不況の日本経済』 で先生は, バブル経済期には多様化, 個性化, 高級化を合言
葉に徹底的な消費需要の掘り起こしが展開され, 本格化した  化による多品種戦略の極限
ともいえる展開が始まったこと, 金融バブルがこの戦略に必然として伴う高コストという問題
を覆い隠していたことを指摘された｡ つまり, 売上高が順調に伸びていたバブル期にも ｢企業




もちろん, 日本経済あるいは資本主義がこうした ｢限度｣ に初めて直面したわけではない｡
歴史を振り返るまでもなく, ｢資本主義は新市場の開拓, 新使用価値の開発, 新技術の導入な






と表現される)｡ また ｢最初の衝撃｣ となる３つの条件についても, 新興市場諸国など ｢新た
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  ) この現実資本の停滞は貨幣資本の蓄積の進展, 平たくいえば金融収益増大という利潤拡大構造の定




に変化｣ しており, ｢新使用価値と新技術の両面で期待のかかる情報通信産業 (   ) は, 低
迷する建設業の   に占める役割を補完するだけで, そこから吐き出される労働力を吸収す
ることはできていない｣｡ こうした事態をひとつずつ指摘された先生は, それが ｢『社会的使用
価値の限度』 を超える新市場, 新使用価値, 新技術を見いだせないまでに, 生産力水準が高ま
り, 資本主義が 『成熟』 した｣ ことの現われであると措定された｡ そして日本経済は確実にこ
うした ｢成熟｣ 段階に達しているがゆえに ｢循環はみられても 『最初の衝撃』 の弱い循環でし







｢成熟｣ した日本経済にあって資本が増収増益を達成しようとすれば, コスト, なかでも人
件費の削減, つまり可変資本の節約が, 利潤量を増大させ利潤率を回復させるほとんど唯一の
手段となる｡ それはまさに今社会問題と化している ｢派遣社員の急増, 格差社会の拡大に照応
するもの｣ である｡ しかし ｢売上高が伸びないというマクロ環境のなかで人件費削減を中心と
するコスト減によって利益を叩きだそうとす……ればマクロ的には消費需要はますます冷え込
み売上高はかえって停滞する｣｡ かくして, ｢賃金の停滞が消費需要の低迷, 売上高の停滞に拍
車をかけ, 売上高の停滞がさらなる 『合理化』 による可変資本節約を促進するという悪循環｣
が日本資本主義に構造化される｡ また, 個別資本レベルでは, 新興諸国での現地生産を進める
ことによって増収増益のチャンスは豊富にあるだろうが, ｢そこでは雇用と所得は国外で生じ,











『利潤原理』 に対して, これを相対化することが求められてくる｡ その中心的な内容は賃金と
雇用の改善を第一義とし, また非営利型経営の役割を増大させていく経済システムへの転換で
ある｡ それはまた, 経済活動の規制を市場任せにするのではなく, 理性的な規制の体系の整備
を必要としており, その意味で市場そのものの相対化を必要としている｣｡
誤解のないようにいっておけば, 先生は経済成長がどうでもいいと言われるのではない｡ た
とえば ｢中心的な内容｣ のうち ｢第一義｣ とされた部分および ｢市場の相対化｣ と言われる部






いう経済システムの成熟であり, 限界｣ であり, ｢いかに使用価値が手段にすぎないといって













私が小西先生にはじめてお会いしたのは,     年４月, 大学院の授業の場であった｡ しかし,
それから数年の間, おそらく私の存在は先生の目の端に入っていたかどうかというようなもの
であったに違いない １年たらずの間, 時として私が ｢イイヅカ君｣ と呼ばれていたことは
一つの証左といえよう ｡ 経済理論はもとより, 外国為替取引のしくみさえ理解していなか
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もなく柔和に, またわれわれの間のぬけた報告にも ｢ふふぅん｣ と苦笑いをされた後に粘りづ
よく現実と理論を往復することの重要性, そのなかで意味のある問題を設定することの重要性
を説き続けられ, ゼミの場であろうと宴席であろうと論文の検討にあたっては鋭くその問題点
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